
（別紙１） 

令和４(2022)年度社会福祉法人等協働推進事業費補助金事前協議書 

事業計画書 

 

１ 法人間連携プラットフォーム（以下「ＰＦ」という。）に関する参画法人等 

① ＰＦ名称（仮称）  

② ＰＦ設置（見込み）年月       （和暦）年    月 

③ ＰＦ参画（見込み）法人 

 法人等名称（法人種別含む） 実施事業種別 運営施設数（※） 

  □高齢 □障害 □児童 □その他  

  □高齢 □障害 □児童 □その他  

  □高齢 □障害 □児童 □その他  

  □高齢 □障害 □児童 □その他  

  □高齢 □障害 □児童 □その他  

  □高齢 □障害 □児童 □その他  

  □高齢 □障害 □児童 □その他  

  □高齢 □障害 □児童 □その他  

  □高齢 □障害 □児童 □その他  

  □高齢 □障害 □児童 □その他  

  □高齢 □障害 □児童 □その他  

  □高齢 □障害 □児童 □その他  

  ※ 運営する施設の数を記入すること。（同一拠点で複数の事業を提供していても１施設として数える） 

 

２ 現在又は過去に、県事業の委託又は標記補助金の交付を受けた実績の有無 

実績の有無 有    ・    無 

事業を実施した年度  

  ※ 「有」の場合は、これまでの実績等と、今回実施する事業について、事業の新規性とどのように差別化（新たな事

業の実施、新規プラットフォームの設置等）を図っているか、下記５の取組内容等の記載において明確にすること。 

 

３ ＰＦにて取り組む事業（内容は、「募集要領」別表参照） 

□ （１）法人間連携ＰＦの設置に係る事業 

□ （２）ＰＦ参画法人の連携による地域貢献のための協働事業の立ち上げに係る事業 

□ （３）ＰＦ参画法人等の連携による福祉・介護人材の確保・定着のための取組の推進に係る事業 

□ （４）参画法人の事務処理部門の集約・共同化の推進 

□ （５）その他本事業の目的を達成するため、実施主体において必要と認められる取組 

 

４ ＰＦにて取組が必要と考える主な地域課題 

・ 

・ 

・ 

  ※ ＰＦ立ち上げ前の場合は検討中の内容でも差し支えありません。 

  ※ アンケートや詳細な分析等を実施した既存資料があれば、併せて御提出ください。 
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５ ＰＦにおける事業計画の主な内容 

取組内容（研修や会議の開催等）や事務局機能の設置の有無、スケジュール等について、可能な限り

具体的に明記すること。 

  なお、任意の様式やポンチ絵等により、別紙としても差し支えありません。 

 

 

６ ＰＦにおける事業の成果 

  取組の実施によって、地域福祉の推進に十分に寄与すると考えられる成果を記載すること。 

なお、任意の様式やポンチ絵等により、別紙としても差し支えありません。 

 

 

７ 補助期間終了後における事業の継続性 

  補助期間終了後、事業の継続や発展に向けた方向性等について記載すること。 

 

 

８ 補助期間終了後における事業の継続に向けた財源の確保の方法等 

  補助期間終了後、財源をどこから、どのように確保するかなどの方向性等について記載すること 

 

 

９ その他特記事項（自由記載） 

  取組内容の創意工夫している点や独自性など、アピールポイントがあれば記入して下さい。 

 

 



　（単位：円）

　 　（単位：円）

　（単位：円）

※枠が不足する場合は、適宜追加するとともに、合計欄に計算誤りがないか注意すること。

（別紙２）

備品購入費

寄附金

合計（B） 0

補助金（本件補助金を除く）

その他の収入

0合計（A)

補助金

0 0

※「支出の部」合計額を転記 ※「収入の部」合計額を転記 ※（A）－（B）の額
※（C）の額と200万円を比較し少な
い方の額

0 0

共済費

報酬

給料

職員手当等

２．支出の部（事業費額）

委託料

役務費（雑役務費、通信運搬費、
手数料）

需用費（消耗品費、燃料費、印刷
製本費、光熱水費、修繕料、食糧
費）

科目 支出額

使用料

支出内訳

賃借料

旅費

賃金

報償費

会議費

科目 収入額 備考

１．収入の部

２．収支見込表

令和４(2022)年度社会福祉法人等協働推進事業費補助金に係る事前協議書
所要額内訳表

支出予定額（A） 寄附金その他の収入額（B） 補助金所要額（D）差引額（C）

１．補助金所要額

法人間連携プラットフォーム名（仮称）


